
 

 

令和 8年 9月 28日 

国土交通省住宅局 

建築指導課長 殿 

参事官（建築企画担当） 殿 

一般社団法人 住宅生産団体連合会                                   

建築規制合理化委員会  

    委員長 森角 義宗 

 

 

 

建築関係法令の整備に関する要望書 

 

国土交通省住宅局におかれましては、日ごろより、建築関係法令の整備と運用に関しご尽力頂き

ありがとうございます。 

（一社）住宅生産団体連合会建築規制合理化委員会は、住宅関係法令のうち、早期の解決が望ま

れるものや、合理化すべきと考えられる事項を、昨年来 会員団体より募り、以下 4項目に集約

いたしました。 

 

 

１．住宅性能評価の交付を受けた建築物の構造に関する建築確認審査の省略（P.1） 

２．大臣認定における認定番号の取り扱いの合理化（P.3） 

３．建築基準法第 37条第 1号の強度指定書の適用範囲の記載改善（P.10） 

４．今後のストック活用に向けた増改築に関する要望（P.11） 

 

これらの課題の解決について、さらなるご尽力を頂きたくお願い申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2026年 住団連・建築規制合理化要望提案書 

１．住宅性能評価の交付を受けた建築物の構造に関する建築確認審査の省略 

（起案者：大和ハウス工業㈱     起案団体：プレハブ建築協会  ）   

◇ 現状・課題 

令和 7 年の建築確認・検査の対象となる建築物の規模等の見直しによって旧 4 号で建築物の

構造関係規定が審査対象外であったものが 2 号建築物になり審査対象となった。これにより審

査省略制度による特例を受ける物件を除き、構造種別に関係なく全て建築確認の審査対象にな

った。そのため、建築確認申請物件数が増加し、建築確認にかかる負荷が増大している。また、

住宅性能評価を受けた建物であっても、建築確認の際には、あらためて構造図・構造計算書（以

下、構造計算書等）を提出し、構造安全性の適合性審査を受けることになっている。 

 

 

◇ 要望・提案 

１)住宅性能評価の交付を受けた建築物の構造に関する建築確認審査は、住宅性能評価書を提出

することで審査を省略できるようにしていただきたい。 

２)建築確認と住宅性能評価を同一の審査機関で行う場合においては、審査機関内で構造計算書

等の共有することを可能にしていただきたい。 

 

 【関係法令等】 

  建築基準法６条の３ 

  建築基準法施行規則 1条の３ 

◇ 理由等 

1）構造に関する住宅性能評価の交付を受けた建築物について、建築確認申請で再度審査を行う

ことになり、審査が重複しているため。省エネ適判においても住宅性能評価の結果を活用され

ている。 

 

2）建築確認を申請する際は、住宅性能評価で審査を受けた構造計算書等に関して登録住宅性能

評価機関が一旦申請者に返却し、再度申請者が指定確認検査機関に構造計算書等を提出してい

る。住宅性能評価と建築確認を同一機関で行う場合においては、同一機関内で構造計算書等を

共有することが認められれば、構造計算書等の提出回数を減らすことができる。また、耐久性

規定など基準法のみに求められる審査を除き、基準法、品確法で重複する審査は省略すること

ができる。構造計算書等は PDF データで提出しているが、そのデータを転用することは審査機

関が設計行為を行うことになると審査機関に判断されるため、構造計算書等の PDF データは

同一審査機関内であっても共有されず、再度、構造設計図書等を一式提出することを求められ

る。構造計算書等の PDFデータを再度提出すると、そのデータの整合性から再チェックされる。

BIM 図面審査のようにデータを共有することが認められれば審査の重複がなくなり、合理的な

審査が可能になる。 
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資料：説明用図面、写真、データ等 

 

令和 4年法律第 69号に係る質疑応答集（令和 7年 9月 16日時点）（下記質疑応答集）の中で

建築確認・検査の対象となる建築物の規模等の見直しの問５に「審査省略制度の対象でないも

のについては確認に於ける構造安全性の規定等への適合性の審査対象となる」と書かれている

ため、住宅性能評価を受けた建物であっても構造安全性の適合性の審査を受けることになって

いる。 

 

 

 

 

 

 

住宅性能評価等を活用した場合の審査手続きの合理化の流れ 

（【国交省】建築物省エネ法_省エネ基準適合義務制度の解説 p37） 
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2026年 住団連・建築規制合理化要望提案書 

２．大臣認定における認定番号の取り扱いの合理化 

（起案者：大和ハウス工業㈱     起案団体：プレハブ建築協会  ）   

◇ 現状・課題 

大臣認定おいて「試験なし評価」による枝番認定が可能になっており、既認定を取得して

いる大臣認定の再取得負荷は軽減された。しかし、枝番認定であっても認定番号は従来と異

なるため、当該認定部材を含む他の大臣認定や型式認定も再取得が必要となり、運用開始ま

で時間を要するなど、申請負荷の軽減には至っていない。その状況を緩和するため、国交省

より「事務連絡 20250612_防耐火構造の大臣認定において他の防耐火構造の大臣認定を引用

する場合の運用の合理化について」の通知が出されたが、「枝番号が付された大臣認定を含む」

という記載が必要になるため、この記載がない既に取得している大臣認定では適用できない。 

 

◇ 要望・提案 

①他の大臣認定を引用している場合、「枝番号が付された大臣認定を含む」という記載の有無に

関わらず、構成する部材の枝番認定を過去に取得した大臣認定と同等であることを含めて取得

することで既認定及び将来的な認定ともに引用している認定を再取得することなく継続的に運

用ができるようにしていただきたい。 

②上記の対応をした場合に、既存の引用している認定内に新たな枝番認定に含まれる構成部材

等が示されていない場合も運用できることを明確にしていただきたい。 

 

【関係法令等】 

  建築基準法 37 条 他 

  事務連絡 20250612_防耐火構造の大臣認定において他の防耐火構造の大臣認定を引用 

する場合の運用の合理化について 

◇ 理由等 

①「枝番号が付された大臣認定を含む」という記載がなくても枝番認定を取得する際に過去に

取得した大臣認定と性能が同等であることまで含めて認定を受ければ、性能が既認定と同等以

上であることは担保できると考える。 

②事務連絡の内容で運用した場合、他の大臣認定を引用している既存の大臣認定書の中には、

新たに取得した枝番認定の構成部材等は当然書かれていない。新たな枝番認定の内容を確認す

れば新たな構成材料は確認できるため、構成部材等が書かれていなくても問題ないことを明確

にしていただきたい。 
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資料：説明用図面、写真、データ等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 「枝番号が付された大臣認定を含む」という記載の有無に関わらず、本通知の内容を適

用できるようにすることで既認定も含め合理的な運用ができる範囲が拡大されるため

検討していただきたい。 
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 枝番認定は、性能評価を受けて追加部材として認められているため、当然に最初に大臣認

定を取得した時の大臣認定(以下、親番認定)と同等以上の性能を有することが原則であると

認識している。枝番認定を取得する際に既認定と同等性を確認し、それを明らかにしていれ

ば問題ないのではないか。性能面で親番認定と同等であることは、各性能評価機関が共有す

るリスト等でも確認できる。 

 

 

（既存大臣認定） 

大臣認定番号－○○○○ 

（既存大臣認定） 

大臣認定番号－○○○○-１ 

（新規取得大臣認定） 

大臣認定番号－○○○○-２ 

○○○○-1の大臣認定取得時に 

○○○○との同等性は確認されている 

○○○○-２の大臣認定取得時に 

○○○○及び○○○○-１の同等性は確認される 

（将来的な大臣認定） 

大臣認定番号－○○○○-３ 

将来的に○○○○-３の大臣認定を取得する際に

も○○○○及び○○○○-１、○○○○-２との同

等性は確認される。 

（既存大臣認定） 

大臣認定番号－○○○○（枝番を付させた大臣認定を含む） 

（新規大臣認定） 

大臣認定番号－○○○○-１ 

（将来的な大臣認定） 

大臣認定番号－○○○○-２ 

【事務連絡 20250612 の運用イメージ】 

○○○○-１、○○○○-２の大臣認定

取得時に同等性は確認される 

【今回の合理化要望案の運用イメージ】 
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②他の大臣認定を引用している既存の大臣認定書の中には、新たな枝番認定で追加された構成

材料は書かれていない。書いていないと運用できなければ実質的に事務連絡の内容では運用で

きないことになる。例えば「（枝番号が付された大臣認定を含む）で使用される外装下地材を含

む」という書き方を採用したとしても構成部材の全箇所に書かなければならなくなり、書いて

いない箇所の変更には対応できないことになってしまう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「（枝番号が付

された大臣認

定を含む） 

 

書かれていない構成部材を担保するため、「（枝番号が付された大臣認定

を含む）で使用される外装下地材を含む」と書いた部材は対応できるが、

書いていない部材は対応できないことになる。 

 

既存の他の大臣認定を引用している認定の取得時点では、枝番認定時

の構成材料は書かれていない。 

このように文言を書いていない場合は、下地残は対応外になるのか。 
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2026年 住団連・建築規制合理化要望提案書 

３．建築基準法第 37 条第 1 号の強度指定書の適用範囲の記載改善 

（起案者：旭化成ホームズ(株)   起案団体：プレハブ建築協会）   

◇ 現状・課題 

法第 37 条第 1 号の指定建築材料であるボルトのうち、H12 建告第 2464 号に基準強度の

定めのないボルトは、同告示第１第二号により、国土交通大臣の指定を受けて指定された基

準強度を用いることとされている。 

その指定を受ける際、「使用する建築物（住宅システム）、構造、部位など」が列挙のため、

適用範囲が限定される。 

プレハブ住宅の事業者が、基本的に同じ構造（軸組やラーメンなど）の新たな住宅システ

ムを仕様開発する場合でも、既に指定を受けている指定書では適用範囲外となるため、同じ

JIS 規格のボルトを使用する場合でも、改めて強度指定を受けなければならない。 

◇ 要望・提案 

同一の事業者が既に指定を受けた法第 37 条第 1 号の強度指定書は、その事業者が供給する

建築物に適用できるような適用範囲の記載として戴きたい。 

例えば、 

現状 

「許容応力度の基準強度及び材料強度の基準強度の数値は、〇〇ホームが供給する▲▲▲、

◆◆◆◆（限定列挙）のボルト接合に適用する」 

変更例 

「許容応力度の基準強度及び材料強度の基準強度の数値は、〇〇ホームが供給する建築物に

適用する」 

 

 【関係法令等】法第 37 条 

                H12 建告第 2464 号 

   

◇ 理由等 

R6 に H12 建告第 2464 号に中ボルト(10.9)の強度の記載を要望したが、告示化（一般化）は難

しいとのコメントをいただいた。 

指定の対象者（事業者）を限定する必要があるとのことから、今回の提案とした。 

都度指定の手続きが削減されるため、申請者、指定者双方の効率化が図られる。 
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2026年 住団連・建築規制合理化要望提案書 

４．今後のストック活用に向けた増改築に関する要望 

（起案者：旭化成ホームズ(株)   起案団体：プレハブ建築協会）   

◇ 現状・課題  

今後、更なる住宅ストックの活用が求められる中、増改築やリフォーム（以下「増

改築等」）を円滑に行える環境整備は極めて重要である。しかし現在の建築基準制

度は、現行法適合を前提とし新築を中心に構築されているため、増改築等には馴染

まず計画上の制約や手続きの負担が大きくなっている。 

既存不適格建築物については、地震力や外装部材の留付けなどに関する一部緩和

があるものの、耐風・積雪等は基本的に構造計算を要し、構造以外の性能緩和も限

定的である。特に防火性能に関しては住宅規模への適用が難しく、結果的に現行法

適合が求められ、増改築対象以外の部分まで手を加えざるを得ない場合も多く、建

築主の費用的、工期的な負担から計画を断念するケースも生じている。 

さらに手続き面では、プレ協傘下の住宅メーカーのように新築時に確認特例を受

けた住宅は、新築時には不要であった図書の提出を増改築時に求められるなど、建

築主・設計者双方にとって費用や手続きの負担が大きくなっている。また、既存部

分の安全性を示す方法として 1/2 以下の分離増築の場合は検査済証が認められて

いるが、一体増築の場合は除外されているなど運用は限定的である。 

 

◇ 要望・提案 

主事が安全性を確認できることを前提に、増改築における合理的な運用方法を確

立することは、住宅ストック活用の促進に大きく寄与すると思われる。 

これまで住団連を通してプレ協が要望してきた内容は、その検討の足掛かりとし

て有効と考えられるため、今後の制度検討にあたり、ぜひ検討いただきたい。 

※過去要望の概要をリスト化したもの、当時の要望書を添付 

 【関係法令等】   

法第 86 条の 7、令第 137 条の〇シリーズ 

◇ 理由等 

今般公表された住生活基本計画では、ストックの有効活用は重要であり、一定の

性能が確認された建築物については、基準未達であっても活用を促す方向の議論も

行われていた。また建築分科会では、「建築分野の中長期的なビジョン」の検討の

なかで、新築偏重から既存ストックを適切に「使いこなす」方向への転換が議論さ

れており、性能に応じた合理的な基準設定や、維持管理・性能履歴の評価、リスク

に応じた段階的な性能確保といった考え方が整理されている。 

これらの議論はいずれも、既存建物の性能を踏まえつつ柔軟に活用できる制度基

盤の再構築を求めるものであり、今後の増改築制度の方向性にも大きく影響する。

現行法適合を前提とする現行制度を維持するのか、一定の性能水準を前提とした柔

軟な制度へ移行するのかによって求められる性能レベルは変わるため、これらの国

の方針を踏まえた要望について検討していきたい。 
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資料：説明用図面、写真、データ等 

 

 

次ページ以降に、 

過去に提出した現行法適合を前提とした増改築に関する要望のリスト及び 

当時の要望書を添付します。 
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に

お
い

て
は

、
地

震
力

以
外

の
外

力
に

つ
い

て
構

造
計

算
書

の
作

成
が

求
め

ら
れ

る
場

合
が

多
い

。
令

第
1
3
7
条

の
２

第
二

号
の

制
限

の
緩

和
を

受
け

て
1
/
2

以
下

の
分

離
増

築
を

行
う

建
築

物
の

既
存

部
に

つ
い

て
、

地
震

力
以

外
の

風
荷

重
、

積
載

荷
重

及
び

積
雪

荷
重

に
か

か
る

構
造

安
全

性
の

確
認

は
、

建
築

時
の

外
力

と
増

改
築

時
の

外
力

を
比

較
す

る
こ

と
で

、
差

し
支

え
な

い
こ

と
と

し
て

い
た

だ
き

た
い

。

基
準

改
正

で
も

地
震

時
以

外
の

許
容

応
力

度
計

算
に

お
け

る
保

有
す

る
応

力
度

は
大

き
な

変
更

が
な

い
た

め
、

必
要

な
応

力
度

を
算

出
す

る
た

め
の

外
力

の
比

較
を

す
る

こ
と

で
、

構
造

安
全

性
の

確
認

が
で

き
る

と
考

え
ら

れ
る

。
○

6
9

3
0

増
改

築
・
運

用
・
手

続
き

プ
レ

協

既
存

戸
建

て
住

宅
の

曲
が

り
階

段
（
下

曲
が

り
、

Ｕ
タ

ー
ン

等
）
に

階
段

昇
降

機
設

置
を

希
望

さ
れ

る
ケ

ー
ス

で
は

、
昇

降
機

が
曲

が
る

こ
と

に
よ

り
レ

ー
ル

に
要

求
さ

れ
る

強
度

が
高

く
な

る
た

め
、

高
さ

や
出

寸
法

が
大

き
く
な

り
本

規
定

が
適

用
さ

れ
ず

、
階

段
の

幅
員

（
7
5
c
m

以
上

）
が

確
保

で
き

な
い

。

階
段

昇
降

機
を

戸
建

て
住

宅
に

設
置

す
る

場
合

は
、

階
段

の
幅

員
の

算
定

の
基

準
お

よ
び

床
面

積
の

変
更

が
無

い
場

合
の

申
請

手
続

き
を

緩
和

し
て

い
た

だ
き

た
い

。

高
齢

化
社

会
に

対
応

す
る

為
に

、
既

存
住

宅
内

の
縦

動
線

を
円

滑
に

す
る

昇
降

機
設

備
の

ニ
ー

ズ
が

高
ま

っ
て

い
る

。
○

1
0
7

2
0
2
4

増
改

築
プ

レ
協

2
0
2
4
年

４
月

施
行

の
改

正
基

準
法

で
、

既
存

建
築

物
に

お
け

る
防

火
・
避

難
規

定
の

遡
及

適
用

に
つ

い
て

改
正

さ
れ

た
。

１
．

小
規

模
増

改
築

の
基

準
と

し
て

防
火

・
避

難
規

定
の

遡
及

適
用

の
緩

和
条

件
は

、
基

準
時

の
延

べ
面

積
が

2
0
0
㎡

以
下

の
小

規
模

建
築

物
に

お
い

て
は

「
増

築
又

は
改

築
に

係
る

対
象

の
床

面
積

の
合

計
が

3
0
㎡

以
下

（
火

災
の

恐
れ

の
少

な
い

用
途

に
供

す
る

部
分

を
除

く
。

）
」
と

し
て

い
た

だ
き

た
い

。
２

．
小

規
模

建
築

物
に

お
け

る
法

第
6
1
条

の
適

用
遡

及
に

つ
い

て
も

同
条

件
と

し
、

既
存

部
分

の
開

口
部

へ
の

要
求

を
緩

和
し

て
い

た
だ

き
た

い
。

１
．

増
改

築
工

事
の

実
態

と
し

て
1
0
㎡

を
超

え
る

増
改

築
は

1
／

3
か

ら
1
／

2
程

度
あ

り
、

ま
た

増
改

築
面

積
は

2
0

㎡
か

ら
3
0
㎡

に
ボ

リ
ュ

ー
ム

ゾ
ー

ン
が

あ
る

。
3
0
㎡

ま
で

の
増

改
築

に
緩

和
措

置
を

設
け

る
こ

と
に

よ
り

、
増

改
築

を
推

進
し

、
ス

ト
ッ

ク
の

活
用

に
貢

献
で

き
る

と
考

え
ら

れ
る

。
２

．
6
1
条

地
域

内
で

増
改

築
を

行
う

場
合

は
、

本
来

の
増

改
築

の
目

的
と

は
異

な
る

部
分

に
も

改
修

が
必

要
と

な
り

、
計

画
を

断
念

す
る

ケ
ー

ス
が

あ
る

。
2
0
0
0
年

以
前

の
基

準
の

防
火

設
備

が
備

わ
っ

て
い

る
住

宅
の

小
規

模
な

増
改

築
で

あ
れ

ば
、

危
険

性
が

増
大

す
る

こ
と

に
つ

な
が

ら
な

い
の

で
は

な
い

か
と

考
え

る
。

○

1
1
3

2
0
2
5

増
改

築
プ

レ
協

令
和

7
年

3
月

2
6
日

に
技

術
的

助
言

と
し

て
「
既

存
建

築
物

の
増

築
等

に
係

る
建

築
基

準
法

上
の

取
扱

い
に

つ
い

て
（
国

住
指

第
5
1
7
号

）
」
が

発
出

さ
れ

た
。

本
助

言
で

は
建

築
基

準
法

第
2
0
条

の
規

定
に

関
し

、
既

存
不

適
格

建
築

物
に

対
し

て
大

規
模

の
修

繕
又

は
大

規
模

の
模

様
替

（
以

下
、

「
大

規
模

修
繕

・
模

様
替

」
）
を

行
う

場
合

に
お

け
る

遡
及

適
用

の
緩

和
に

つ
い

て
示

さ
れ

て
い

る
。

そ
の

中
で

、
木

造
建

築
物

に
お

け
る

階
段

の
付

替
え

工
事

に
つ

い
て

は
、

「
構

造
耐

力
上

の
危

険
性

を
増

大
さ

せ
な

い
」
と

し
て

取
り

扱
っ

て
差

し
支

え
な

い
こ

と
が

明
示

さ
れ

た
。

本
助

言
は

、
建

築
確

認
申

請
で

構
造

計
算

書
が

不
要

で
あ

っ
た

旧
4
号

建
築

物
に

限
定

し
た

も
の

で
は

な
く
、

新
2
号

の
木

造
建

築
物

に
つ

い
て

も
危

険
性

を
増

大
さ

せ
な

い
と

し
て

扱
っ

て
よ

い
と

さ
れ

て
い

る
。

し
か

し
、

鉄
鋼

系
工

業
化

住
宅

等
は

木
造

建
築

物
と

同
じ

新
2
号

に
該

当
す

る
が

、
現

状
は

、
非

木
造

で
あ

る
こ

と
か

ら
階

段
の

付
替

え
に

対
す

る
遡

及
適

用
の

緩
和

が
認

め
ら

れ
て

い
な

い
。

階
段

の
付

替
え

は
、

プ
ラ

ン
の

自
由

度
が

増
し

、
ス

ト
ッ

ク
市

場
の

活
性

化
に

貢
献

す
る

も
の

と
捉

え
て

お
り

、
本

助
言

が
法

第
6
条

第
2
号

建
築

物
に

遡
及

適
用

さ
れ

る
と

そ
の

効
果

は
大

き
い

。

 非
木

造
の

既
存

不
適

格
建

築
物

の
階

段
の

付
替

え
に

つ
い

て
も

、
木

造
と

同
様

に
「
構

造
耐

力
上

の
危

険
性

を
増

大
さ

せ
な

い
」
と

し
て

取
り

扱
う

こ
と

を
可

能
と

し
て

い
た

だ
き

た
い

。

・
法

第
6
条

第
2
号

に
整

理
さ

れ
る

建
築

物
の

構
造

検
討

に
お

い
て

、
階

段
の

取
り

扱
い

は
、

構
造

形
式

で
違

い
は

な
く
、

荷
重

と
し

て
モ

デ
ル

化
す

る
こ

と
が

一
般

的
で

あ
る

。
そ

の
た

め
、

木
造

と
そ

の
他

の
構

造
を

区
別

す
る

必
要

は
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

・
非

木
造

建
築

物
に

対
し

て
も

緩
和

措
置

が
適

用
さ

れ
る

こ
と

で
、

改
修

の
促

進
お

よ
び

既
存

建
築

物
の

利
活

用
が

進
む

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。

○

要
望

事
項

（
テ

ー
マ

）

既
存

不
適

格
建

築
物

構
造

耐
力

関
係

地
震

力
以

外
の

安
全

確
認

既
存

不
適

格
建

築
物

の
構

造
安

全
性

の
確

認
方

法
に

つ
い

て

既
存

住
宅

へ
の

階
段

昇
降

機
設

置
に

お
け

る
階

段
幅

算
定

基
準

の
緩

和

既
存

不
適

格
建

築
物

の
階

段
付

替
え

時
の

「
構

造
耐

力
上

の
危

険
性

を
増

大
さ

せ
な

い
」
適

用
範

囲
の

拡
大

小
規

模
建

築
物

の
増

改
築

に
お

け
る

防
火

・
避

難
規

定
の

規
模

制
限

の
合

理
化
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